
市川市成年後見人等報酬助成金の支給に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、成年被後見人等の経済的負担を軽減し、その福祉の増進

を図るとともに、その者の死亡により報酬を受けることができないこととな

る成年後見人等を支援するため、市川市成年後見人等報酬助成金（以下「助

成金」という。）を支給することに関し、市川市補助金等交付規則（平成８

年規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 成年被後見人等 民法（明治２９年法律第８９号）第８条に規定する成

年被後見人、同法第１２条に規定する被保佐人又は同法第１６条に規定す

る被補助人をいう。 

⑵ 成年後見人等 民法第８条に規定する成年後見人、同法第１２条に規定

する保佐人又は同法第１６条に規定する補助人をいう。 

⑶ 施設 次に掲げる施設をいう。 

  ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条第１項に規定する

保護施設 

  イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 

１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設 

   

  ウ 介護保険法（平成 9 年法律第１２３号）第８条第２０項に規定する認

知症対応型共同生活介護を行う住居 

エ  老人福祉法第２０条の４に規定する養護老人ホーム、同法第２０条の

５に規定する特別養護老人ホーム、同法第２０条の６に規定する軽費老

人ホーム及び同法第２９条第１項に規定する有料老人ホーム 

オ  高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第



５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅 

カ  医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の２第２項に規定する医

療提供施設  

キ  アからカまでに定めるもののほか、市長が適当と認める施設 

（助成対象者） 

第３条 助成金の支給対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、成年被

後見人等のうち、申請時点において次に掲げる要件を満たす者（死亡した者

を除く。以下「助成対象成年被後見人等」という。）及びその者が死亡した

場合にあってはその者の成年後見人等であった者とする。 

⑴ 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 本市に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく

記録をされている者（他市町村の市町村長が措置権者である者又は他市

町村が介護保険の保険者若しくは自立支援給付の実施主体である者を

除く。） 

イ 本市が行う介護保険の被保険者である者 

ウ 本市が知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）により援護を行

う者 

エ 本市が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）により援護を行う者 

オ その他の法令の規定により援護を行う者 

⑵ 民法第７条に規定する後見開始の審判、同法第１１条に規定する保佐開

始の審判又は同法第１５条第１項に規定する補助開始の審判により、家庭

裁判所が配偶者又は４親等以内の親族以外の者を成年後見人等として選

任していること。 

⑶ 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 生活保護法の規定に基づく被保護者（第５条第２項第４号において「被

保護者」という。）である者 

イ  中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人



等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）

第１４条第１項に規定する支援給付を受けている者 

ウ  前号に規定する成年後見人等に対し報酬を支払うことが困難であると

市長が認める者 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、成年後見人等について民法第８６２条（同法第８７６

条の５第２項又は第８７６条の１０第１項において準用する場合を含む。以

下同じ。）に規定する報酬として家庭裁判所が定める額に相当する額（当該

報酬について他の市区町村から助成を受けることができる場合にあっては、

当該助成の額を控除した額）とする。ただし、別表の左欄に掲げる当該成年

後見人等が成年後見人等としての事務を行った期間に応じ、助成対象成年被

後見人等が、施設に入所又は入院をしている期間（その月に施設に入所又は

入院をしていない日がある場合は、その月を除く。）にあっては同表の中欄

に、その他の期間にあっては同表の右欄に定める金額を上限とする。 

（交付の申請） 

第５条 助成金の交付を申請することができる者は、成年被後見人等とし、成

年被後見人等が申請できない場合は、成年後見人等が成年被後見人の申請を

代理する。規則第３条第１項の申請書は、市川市成年後見人等報酬助成金交

付申請書（様式第１号）によるものとする。 

２ 前項の申請書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴  助成対象成年被後見人等が第３条第１号に該当する者であることを証

する書類 

⑵ 助成対象成年被後見人等の所得の状況を証する書類 

⑶  家庭裁判所が助成対象成年被後見人等の配偶者又は４親等以内の親族

以外の者を成年後見人等として選任していることを証する書類 

⑷ 助成対象成年被後見人等が被保護者である場合にあっては、被保護者で

あることを証する書類 

⑸  助成対象成年被後見人等の資産の状況並びに収入及び支出の状況を確



認することができる書類 

⑹  助成対象成年被後見人等が施設に入所又は入院をしている日がある場

合にあっては、その日を確認することができる書類 

⑺  助成対象成年被後見人等の成年後見人等が成年後見人等として行った

事務の内容を記載した書類 

⑻  民法第８６２条に規定する成年後見人等の報酬として家庭裁判所が定

める額を証する書類の写し 

⑼ 民法第８６２条に規定する成年後見人等の報酬について他の市区町村か

ら助成を受けることができる場合にあっては、当該助成の額を確認するこ

とができる書類 

⑽ その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は、あらかじめ助成対象者から同意を得て、前項各号に掲げる書類の

内容を公簿等で確認することができるときは、当該書類の提出を省略させる

ことができる。 

４ 第１項の申請書の提出期限は、成年後見人等について民法第８６２条に規

定する報酬を家庭裁判所が定めた日の翌日から起算して２月を経過した日

とする。ただし、市長がやむを得ない事由があると認めるときは、この限り

でない。 

５ 第１項の申請書は、規則第１３条の補助事業等実績報告書を兼ねるものと

する。 

（決定の通知） 

第６条 規則第６条の規定による通知は、市川市成年後見人等報酬助成金交付

可否決定通知書（様式第２号）により行うものとする。 

（助成金の交付） 

第７条 市長は、助成金の交付を可とする旨の通知をしたときは、速やかに、

助成金の交付を可とする旨の通知を受けた者が指定した金融機関の口座に

助成金を振り込むものとする。 

（助成対象成年被後見人等の死亡後における助成金の支給） 



第８条 市長は、助成対象成年被後見人等の成年後見人等であった者につき、

助成対象成年被後見人等の死亡によりその者に助成金が支給されないこと

となった場合において、その者の財産をもっては、民法第８６２条に規定す

る報酬（成年後見人等の任務が終了した日までの間に係るもので家庭裁判所

による報酬の付与の審判がされたものに限る。）を支弁するのに不足すると

認めるときは、当該助成対象成年被後見人等の成年後見人等であった者に対

し、第４条に定める額の範囲内でその不足する額の助成金を支給する。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（成年後見制度に係る市長の後見開始等審判請求の手続及び成年後見制度

利用支援助成金の支給に関する要綱の廃止） 

２ 成年後見制度に係る市長の後見開始等審判請求の手続及び成年後見制度利

用支援助成金の支給に関する要綱（平成１４年５月２８日施行）は、廃止す

る。 

（経過措置） 

３ この要綱は、平成２６年４月１日以後に交付の申請のあった助成金につい

て適用し、同日前に前項の規定による廃止前の成年後見制度に係る市長の後

見開始等審判請求の手続及び成年後見制度利用支援助成金の支給に関する

要綱の規定により交付の申請のあった成年後見制度利用支援助成金につい

ては、なお従前の例による。 

（申請の期限の特例） 

４ この要綱の施行の日において家庭裁判所が定めた日の翌日から起算して２

月を経過している成年被後見人に係る民法第８６２条に規定する報酬につ

いて助成金の申請をしようとする者に対する第５条第４項の規定の適用に

ついては、同項中「成年後見人等について民法第８６２条に規定する報酬を



家庭裁判所が定めた日から２月を経過した日」とあるのは、「平成２６年６

月２日」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年９月９日から施行する。 

 （助成対象成年被後見人等の死亡後における助成金の支給に係る申請書の提

出期限の特例） 

２ この要綱の施行の日の前日において改正後の第３条に規定する助成対象者

に該当する者のうち、同条に規定する助成対象成年被後見人等の成年後見人

等であった者に係る改正後の第５条第１項の申請書の提出期限は、同条第４

項の規定にかかわらず、その者について民法（明治２９年法律第８９号）第

８６２条（同法第８７６条の５第２項又は第８７６条の１０第１項において

準用する場合を含む。）に規定する報酬を家庭裁判所が定めた日の翌日から

起算して３月を経過した日とする。 

 （様式に関する経過措置） 

３ この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による用紙については、当分

の間、必要な補正をして使用することができる。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年２月７日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



別表（第４条関係） 

１月以下 １８,０００円 ２８,０００円 

１月を超え、２月以下 ３６,０００円 ５６,０００円 

２月を超え、３月以下 ５４,０００円 ８４,０００円 

３月を超え、４月以下 ７２,０００円 １１２,０００円 

４月を超え、５月以下 ９０,０００円 １４０,０００円 

５月を超え、６月以下 １０８,０００円 １６８,０００円 

６月を超え、７月以下 １２６,０００円 １９６,０００円 

７月を超え、８月以下 １４４,０００円 ２２４,０００円 

８月を超え、９月以下 １６２,０００円 ２５２,０００円 

９月を超え、１０月以下 １８０,０００円 ２８０,０００円 

１０月を超え、１１月以下 １９８,０００円 ３０８,０００円 

１１月を超え、１２月以下 ２１６,０００円 ３３６,０００円 

ｎ月を超え、ｎ＋１月以下 １８,０００円にｎ＋１

を乗じて得た額 

２８,０００円にｎ＋１

を乗じて得た額 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

市川市成年後見人等報酬助成金交付申請書 

 

年  月  日 

市川市長        

                住  所 

氏  名             

 

                                       

 

市川市成年後見人等報酬助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。なお、

交付の決定があったときは、速やかに、下記７記載の口座に振り込むよう請求します。 

 

記 

１ 成年被後見人等の氏名 

２ 成年被後見人等の生年月日 

３ 成年被後見人等の住所 

４ 成年被後見人等の電話番号 

５ 助成金申請額              円 

※ 報酬について他の市区町村から助成を受けることができる場合は、当該助成の額を控

除した額を記入してください。 

（市区町村名：     、当該市区町村の助成額：        円） 

６ 成年後見人等としての事務を行った期間 

             年  月  日から    年  月  日までの    

月間（１月未満の期間は切上げ） 

７ 助成金の振込みを希望する口座 

        金融機関名 

        口座種類・口座番号 

        口座名義人（フリガナ） 

８ 添付書類 

 

私は、添付書類として提出すべき内容について、市において公簿等で確認することを同

意します。 

 

申請者氏名                  



様式第２号（第６条関係） 

 

市川市成年後見人等報酬助成金交付可否決定通知書 

 

年  月  日 

 

            様 

 

市川市長 

 

    年  月  日付けで申請のあった市川市成年後見人等報酬助成金の交付につい

て、下記のとおり決定したので、通知します。なお、この助成金を当該申請に係る申請書

記載の口座に振り込みます。 

 

 

記 

１ 助成金を交付します。 

交付を決定した助成金額                円 

 

 

 

２ 助成金を交付しません。 

  （理由） 

 

 

 

  （教示） 

 


